
（別紙１） 

 

主な「重点化すべきリスクシナリオ」に関する取組 

リスクシナリオ 対応方策 平成３０年度実施内容 令和１・２年度実施内容（予定） 

1-1 建物・交通施設等の複合

的・大規模倒壊や住宅密集地

における火災による死傷者

の発生 

民間建築物等の防火体

制の整備 

 

・75 棟の重大違反対象物に対して、４１棟の違反処理を完了。未是正である 34 棟のうち

20 棟に対して警告、命令、告発等の対応を実施した。 

・その他の違反の違反に対して、立入検査を実施した 4,340 棟の対象物のうち、3,940棟

の違反を是正した。 

・設置対象２地区のうち１地区７４９世帯に感震ブレーカー簡易タイプ（ばね式）を配布。 

・設置補助対象地区の２自治会２０１世帯に補助金を交付。 

・37 棟（H31.4.1 現在）の重大違反対象物に対して、違反処理を実施予定。 

・その他の違反対象物に対する是正指導 4,200 棟に対して立入検査を実施予定。 

・令和２年度については、令和２年度査察実施計画（令和元年度中に策定）に基づき、違反是正を図って

いく。 

・設置対象２地区のうち、平成３０年度に配布していない１地区に対して配布し、配布事業は完了する予

定。 

・設置補助については、町内自治会単位での申請を受け付け、これを審査し予算の範囲内において、補助

金を交付予定。 

地域における災害対応

力の向上 

・排水栓を使用した初期消火訓練を実施した。 

・区連や自治会の総会時などでの呼びかけ、避難所運営委員会や未結成自治会への個別説

明会などを実施した。 

・市政だより区版に結成促進のための記事を掲載した。 

・町内自治会と協働で自主防災マップを作成した。 

・引き続き避難所運営委員会や未結成自治会への個別説明会などを行うほか、新規結成自治会などにも積

極的に働きかけを行う。 

・未結成団体へ結成案内を送付及び市政だよりへ掲載する。 

・自主防災マップを作成する 

避難行動要支援者の支

援体制の強化 

・町内自治会等の地域団体より申請があった場合に、協定を締結し、掲載拒否者を除いた

名簿を提供した。また、名簿の提供率が伸び悩んでいたことから、名簿活用調査を行い、

課題の洗い出しを行った。 

・名簿未提供団体へ通知文を発送し、制度の周知を図った。 

・名簿情報未提供団体へ案内を通知する。 

・避難行動要支援者の支援体制の促進を引き続き行うほか、「避難行動要支援者名簿」交付団体の活動実

態の把握及び支援の充実を図ります。また、名簿活用好事例集などをまとめた動画を制作する。 

2-1 被災地での食料・飲料水

等、生命に関わる物資供給の

長期停止 

応急給水体制の整備 ・市内の小中学校等 58 か所に配備している非常用井戸について、保守点検等を行い、その

うち 23 か所に配備しているろ過浄水装置の保守点検も行った。また、市内の公園等 10 か

所に配備している井戸付耐震性貯水槽の保守点検も行った。 

・防災井戸協力の家については、新規に４件の登録をした。 

・県企業局（旧水道局）と平成 29 年 1 月 12 日に締結した「応急給水用仮設給水栓等によ

る応急給水の実施等に関する覚書」に基づき、県企業局から仮設給水栓等を無償貸与し、

市の職員（区避難所班）が避難所周辺の消火栓及び排水栓に仮設給水栓等を設置して応急

給水活動を行える体制を整備している。（平成３０年度末時点の貸与数は５２基） 

・引き続き、非常用井戸及び井戸付耐震性貯水槽の設備の保守点検を実施する。 

・仮設給水栓の貸与も進めるとともに、給水訓練の実施等、給水体制の充実を図る。防災井戸協力の家に

ついても、引き続き登録件数を増やすよう啓発していく。 

緊急輸送道路の確保 ・耐震診断および改修・除却費用助成を行うとともに、通行障害建築物の所有者に対して、

助成制度のお知らせ、耐震化の啓発文を送付し、制度の活用を促進した。 

また、通行障害建築物の耐震化促進に向け、広域的な観点から九都県市間で設置した協議

会を通じて、連携して取り組んだ。 

・耐震診断および改修・除却費用助成・普及啓発活動の実施 

※耐震診断助成額の増額（150 万円→300 万円） 

 

6-4 地域交通ネットワークが

分断する事態 

液状化対策の実施 ・磯辺４丁目地区については地下水位低下を開始した。 

・磯辺３丁目地区については、液状化対策のための施設工事を概ね完了した。 

（令和元年度） ・磯辺４丁目地区については舗装復旧や事後調査を実施する。 

・磯辺３丁目地区については、地下水位低下を開始する。 

（令和２年度） ・磯辺４丁目地区および磯辺３丁目地区において、地下水位低下を完了する。 

8-3 地域コミュニティの崩

壊、治安の悪化等により復旧

・復興が大幅に遅れる事態 

安心・安全な避難所の

運営 

・６か所の避難所について、避難所運営委員会を新たに設立した。 

・避難所運営委員会のお活動を支援するため、各区で避難所運営委員会を対象とした研修

会を実施したほか、115 か所の避難所運営委員会に対し避難所運営委員会活動支援補助金

を交付した。（避難所運営委員会活動支援補助金の他に、地域運営交付金として 35 か所の

避難所運営委員会にも助成） 

・引き続き避難所運営委員会の設立を進めるとともに、研修会実施や補助金交付により、避難所運営委員

会の自主的な活動を推進していく。 

 

 

 

千葉市国土強靭化地域計画（基本計画編）の主な進捗状況 


